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 －１－ 

 

 

 

 本市の財政は、長引く景気の低迷により市税の増収が望めず、財源の確保が困難な

状況にあります。 

このため、予算編成にあたっては、不足する財源について電源立地地域対策交付金

や各種目的基金からの繰入等で対応するとともに、さらなるコスト縮減に努めました。 

また、予算の配分においては、昨年１２月に国の認定を受けた中心市街地活性化基

本計画に基づく、市民・事業者・行政が一体となって取り組む事業を盛り込むととも

に、第５次総合計画の目標を達成するため、マニフェストに掲げた「安心安全」、「人

が集う」、「元気」、「暮らしやすい」の各テーマに重点的に配分をしました。 

 

 

 

    

（１）（１）（１）（１）    予算規模予算規模予算規模予算規模    

  子ども手当の創設など国の新施策に基づく事業や、中心市街地活性化基本計画、

第５次総合計画の実現に向け積極的に予算措置を講じた結果、一般会計の予算規模

は２年続けて増加、全会計の予算規模では６年ぶりの増加となりました。 

 

（２）（２）（２）（２）    財源の確保財源の確保財源の確保財源の確保    

  景気の低迷により市税の増収が望めない中、財政の健全性を維持するため市債発

行額を抑制しつつ、財源確保のため電源立地地域対策交付金や各種目的基金を積極

的に活用しました。 

① 電源立地地域対策交付金の活用（一般会計） 

 ２０億２，７８３万８千円 

（２１年度当初比 ８億９，２０２万９千円 増） 

 

 

１１１１    予算編成の基本的な考え方予算編成の基本的な考え方予算編成の基本的な考え方予算編成の基本的な考え方 

２２２２    予算の特徴予算の特徴予算の特徴予算の特徴 



 －２－ 

  今年度から本交付となる電源立地地域対策交付金（促進対策交付金相当分）

を積極的に予算化しました。 

  ・主な充当事業 防災情報受信機整備事業費 

          各中学校普通教室冷暖房設備整備事業費 

                                        中郷公民館建設事業費 

    

② 各種目的基金からの繰入金（一般会計） 

    ６億２，２８３万１千円 （２１年度当初比 １億４，８１６万６千円 減） 

    公共施設整備基金、鉄道駅舎整備基金など各種目的基金を活用しました。 

    なお、今年度当初予算では、財政調整基金からの繰入を行っていないため、

基金繰入金全体では、２１年度当初と比べ７億４，８１６万６千円の減となり

ました。 

 

（３）（３）（３）（３）    中心市街地活性化基本計画に基づく事業の推進中心市街地活性化基本計画に基づく事業の推進中心市街地活性化基本計画に基づく事業の推進中心市街地活性化基本計画に基づく事業の推進    

昨年１２月に国の認定を受けた中心市街地活性化基本計画に基づく事業を推進

するため、総額９億５，２２３万円を計上しました。 

① 市街地の整備改善のための事業 

    ・駅西地区土地区画整理事業（特別会計） 

    ・都市公園整備事業 など         ３億６８８万２千円 

 

② 都市福利施設を整備する事業 

    ・駅舎等改築事業 

    ・駅舎バリアフリー化補助金 など   ４億５，４８３万１千円 

 

③ 住宅の供給、居住環境の向上のための事業 

    ・中心市街地定住促進事業 

    ・優良賃貸住宅家賃等補助金 など     ４，２７３万９千円 

 

 



 －３－ 

④ 商業の活性化のための事業 

    ・中心市街地賑い街づくり支援 

    ・店舗開業支援事業 など         １億３，１５７万円 

 

⑤ 計画実現のため一体的に推進する事業 

    ・市内周遊バス運行事業 など       １，６２０万８千円 

    

（４）（４）（４）（４）    マニフェストに掲げた各テーマに予算を重点配分マニフェストに掲げた各テーマに予算を重点配分マニフェストに掲げた各テーマに予算を重点配分マニフェストに掲げた各テーマに予算を重点配分    

  第５次総合計画の目標を達成するため、マニフェストに掲げた各項目において、

新規事業を４８事業計上するなど、重点的に予算を配分しました。 

  また、その他総合計画に基づく事業についても新規事業を１２事業計上しました。 

○ マニフェスト各項目の新規事業 

 テーマ１ 安心安全 

（防災・減災体制の充実、医療環境の整備など） 

    ・防災情報受信機整備事業 

    ・水防倉庫整備 

    ・防災マップ作成業務 

・西小学校校舎改築事業 など 

     新規 ９事業を含む関連事業費総額 １１億２，４８８万７千円 

 

テーマ２ 人が集う 

（直流化受け皿と観光対策、企業誘致、文化・スポーツ施設の整備など） 

    ・ＡＰＥＣエネルギー大臣会合記念事業費補助金 

    ・新規交流都市出向宣伝事業費 

    ・みなとオアシス賑わい創出事業 

    ・中心市街地駐車場整備 など 

     新規１３事業を含む関連事業費総額 １２億８，５５５万２千円 

 

 



 －４－ 

テーマ３ 元気 

（既存企業の元気支援、農林水産業の活性化対策など） 

    ・有害獣山ぎわ緊急対策事業 

    ・ビジネスマッチング支援事業費補助金 

    ・ポートセールス促進補助金 など 

     新規１０事業を含む関連事業費総額 ９億４，４４５万円 

 

テーマ４ 暮らしやすい 

（福祉の充実、教育環境の整備や子育て支援、住環境の整備など） 

    ・知的障害者施設厨房等改修事業 

    ・各小中学校普通教室冷暖房設備整備事業 

    ・野坂高区配水池造成事業 など 

     新規１６事業を含む関連事業費総額 ３０億１７８万８千円 

 

○ その他総合計画に基づく新規事業 

新規１２事業   ９，１７０万１千円 



 －５－ 

    

    

 一般会計の当初予算の規模は、２５６億２，１７９万４千円と、前年度当初予算と

比較して、１４億５，５０２万６千円、６．０％の増となり、前年度に引き続き増加

しました。 

全会計では、４８５億５，１９４万６千円と、４億９，０３６万８千円、１．０％

の増となり、６年ぶりの増加となりました。 

  一般会計   ２５６億２，１７９万４千円 （対前年度比   ６．０％） 

  特別会計   １４２億９，７８１万７千円 （  〃   △７．２％） 

  企業会計    ８６億３，２３３万５千円 （  〃    １．６％） 

  合  計   ４８５億５，１９４万６千円 （  〃    １．０％） 

    

（１）（１）（１）（１）    一般会計予算規模の推移（当初予算ベース）一般会計予算規模の推移（当初予算ベース）一般会計予算規模の推移（当初予算ベース）一般会計予算規模の推移（当初予算ベース） 

 ＊平成１１年度、１５年度、１９年度は、６月現計（肉付け後）予算額 

３３３３    予算の規模予算の規模予算の規模予算の規模 
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 －６－ 

（２）（２）（２）（２）    全会計予算規模の推移（当初予算ベース）全会計予算規模の推移（当初予算ベース）全会計予算規模の推移（当初予算ベース）全会計予算規模の推移（当初予算ベース） 

 ＊平成１１年度、１５年度、１９年度は、６月現計（肉付け後）予算額 

 

（３）（３）（３）（３）    一般会計の当初予算規模一般会計の当初予算規模一般会計の当初予算規模一般会計の当初予算規模    （（（（    ７番目）７番目）７番目）７番目）    

   １番  平成１４年度  ２８５億７，９１８万１千円 

２番  平成１３年度  ２８３億５，０７９万１千円 

３番  平成１０年度  ２６９億８，０２０万４千円 

   ４番  平成 ９年度  ２６９億７，８３８万８千円 

   ５番  平成１５年度  ２５７億７，２８７万６千円（６月補正後） 

    

（４）（４）（４）（４）    全会計の当初予算規模全会計の当初予算規模全会計の当初予算規模全会計の当初予算規模        （１２番目）（１２番目）（１２番目）（１２番目）    

   １番  平成１３年度  ６１０億１，１２８万３千円 

２番  平成１４年度  ５９２億４，０５８万４千円 

３番  平成１６年度  ５７６億３，２３６万７千円 

４番  平成１７年度  ５６５億２，５７３万４千円 

５番  平成１５年度  ５５３億４，７７１万円（６月補正後）
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 －７－ 

（５）（５）（５）（５）    会計の構成比会計の構成比会計の構成比会計の構成比    

    

（６）（６）（６）（６）    主な特別・企主な特別・企主な特別・企主な特別・企業会計の予算計上額業会計の予算計上額業会計の予算計上額業会計の予算計上額 

  ア 都市計画土地区画整理事業 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

１９１,４４０千円 ５４２,５６４千円 △３５１,１２４千円 △６４.７％ 

  駅西地区土地区画整理事業の進捗により、物件移転等補償金などが減少しました。 

 

  イ 国民健康保険（事業勘定） 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

５,６１３,６４７千円 ５,９３４,３９２千円 △３２０,７４５千円 △５.４％ 

  共同事業拠出金、老人保健拠出金等が減少しました。 

 

  ウ 下水道事業 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

３,０２８,８７２千円 ３,３２６,３０２千円 △２９７,４３０千円 △８.９％ 

一般会計
53%

下水道事業
6%

その他特別会計
3%

病院事業
15%

水道事業
3%

企業会計
18%

特別会計
29%介護保険

（保険事業）
9%

国民健康保険
（事業勘定）

11%

一般会計
53%

総　　額

　４８５．５億円



 －８－ 

  前年度の補正予算で事業を前倒ししたことにより、管渠築造事業等建設費が減少

しました。 

 

  エ 農業集落排水事業 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

１６０,６６６千円 ４４２,６１５千円 △２８１,９４９千円 △６３.７％ 

  東浦北部地区農業集落排水施設建設事業費が減少しました。 

 

  オ 介護保険（保険事業勘定） 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

４,２４９,４０７千円 ４,１１７,２７７千円 １３２,１３０千円 ３.２％ 

  介護報酬の改正や要介護者の増により保険給付費等が増加しました。 

 

  カ 後期高齢者医療 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

６８１,０５８千円 ６７９,８３２千円 １,２２６千円 ０.２％ 

  保険料徴収に係る経費や後期高齢者医療広域連合への納付金を計上しました。 

 

  キ 市立敦賀病院事業 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

７,０７９,７７２千円 ６,８２０,３６３千円 ２５９,４０９千円 ３.８％ 

  収益的支出の薬品費、診療材料費などが増加しました。 

 

  ク 水道事業 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

１,５５２,５６３千円 １,６７３,７９４千円 △１２１,２３１千円 △７.２％ 

  収益的支出は、浄水場管理経費や企業債利息が減少しました。資本的支出では第

７次拡張事業が終了しました。 

 

 



 －９－ 

    

    

（１）（１）（１）（１）    概概概概    要要要要    

 ① 自主財源は市税、基金からの繰入金が減少したため、前年度当初予算と比較し

て８億９，６３８万４千円、５．３％の減となりました。 

自主財源→市税、分担金・負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、繰入金、 

繰越金、諸収入で市が自主的に徴収できる財源をいいます。 

  （参考）過去の自主財源の歳入に占める割合 

１８年度（当初）   ６２．７％ 

１９年度（６月）   ６９．７％ 

２０年度（当初）   ６７．８％ 

 

② 地方債依存度は６．９％で、前年度当初予算と比較して０．７ポイントの減と

なりました。 

   １８年度（当初）  ７．１％ （地方財政計画 １３．０％） 

   １９年度（６月）  ７．８％ （地方財政計画 １１．６％）    

   ２０年度（当初）  ７．２％ （地方財政計画 １１．５％） 

２１年度（当初）  ７．６％ （地方財政計画 １４．３％）    

２２年度（当初）  ６．９％ （地方財政計画 １６．４％）    

４４４４    一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況一般会計歳入の状況 

比　　較

予  算  額
全歳入
構成比

予  算  額
全歳入
構成比

(A) - (B)

1 市 税 13,064,275 51.0 13,349,134 55.2 △ 284,859 △ 2.1

2 繰 入 金 622,831 2.4 1,371,011 5.7 △ 748,180 △ 54.6

3 諸 収 入 1,020,492 4.0 1,032,383 4.3 △ 11,891 △ 1.2

4 そ の 他 1,315,660 5.1 1,167,114 4.8 148,546 12.7

16,023,258 62.5 16,919,642 70.0 △ 896,384 △ 5.3自主財源計

(単位：千円、％）

区            分

平 成 ２２ 年 度 平 成 ２１ 年 度 

伸  率
当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （B）



 －１０－ 

 ③ 歳入の構成比 

（２）（２）（２）（２）    市市市市    税税税税    

市税

51%

譲与税・交付金

6%

国庫支出金

18%

県支出金
7%

市債

7%

自主財源

62%

依存財源

38%

分 担 金・

負 担 金等

5%

諸収入

4%

繰入金

2%

総　　額
　２５６．２億円

（単位　千円、％）
２２年度当初
予　 算　 額

２１年度当初
予　 算　 額

増減額 増減率

個人市民税 現年課税分 3,068,615 3,168,811 △ 100,196 △ 3.2

滞納繰越分 30,000 30,000 0 0.0

計 3,098,615 3,198,811 △ 100,196 △ 3.1

法人市民税 現年課税分 740,192 819,538 △ 79,346 △ 9.7

滞納繰越分 500 500 0 0.0

計 740,692 820,038 △ 79,346 △ 9.7

固定資産税 土地（現年課税分） 1,798,309 1,851,354 △ 53,045 △ 2.9

家屋（現年課税分） 2,640,570 2,561,172 79,398 3.1

償却資産（現年課税分） 3,510,835 3,604,124 △ 93,289 △ 2.6

滞納繰越分 80,000 80,000 0 0.0

計 8,029,714 8,096,650 △ 66,936 △ 0.8

1,195,254 1,233,635 △ 38,381 △ 3.1

13,064,275 13,349,134 △ 284,859 △ 2.1

市たばこ税、都市計画税等

合　　　　　計
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① 個人・法人市民税 

  景気の低迷により個人所得の減少及び企業収益の悪化が見込まれるため、個人

市民税は１億１９万６千円、３．１％の減、法人市民税は７，９３４万６千円、

９．７％の減で計上しました。 

 

 ② 固定資産税 

  土地については地価の下落傾向を見越した時点修正による減、家屋は新増築家

屋分の増、償却資産は大手事業所の設備投資の減少を見込み、固定資産税全体で

６，６９３万６千円、０．８％の減で計上しました。 

 

（参 考） 

発電所関係３社固定資産税（土地・家屋・償却資産）の課税見込み（予算計上額） 

 
課税見込み 

構    成    比 

歳入総額 市税総額 

２２年度 37億 4千万円 14.6% 28.6% 

２１年度 38億 4千万円 15.9% 28.8% 

増  減 △1億円 △1.3 ﾎﾟｲﾝﾄ △0.2 ﾎﾟｲﾝﾄ 

    

（３）（３）（３）（３）    国庫支出金国庫支出金国庫支出金国庫支出金    

① 予算計上額 

  子ども手当支給に係る負担金や電源立地地域対策交付金の増により、国庫支出

金は大きく増加しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

４,６９６,２５９千円 ２,５８９,１９４千円 ２,１０７,０６５千円 ８１.４％ 

 

② 主な増減内訳 

・子ども手当負担金        0千円 → 1,109,542千円（1,109,542千円） 

・児童手当支給に係る負担金  255,078千円 →   43,768千円（△211,310千円） 
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・電源立地地域対策交付金 1,135,809千円 → 2,027,838千円（  892,029千円） 

 ・西小学校校舎改築事業費交付金     0千円 →  298,486千円（  298,486千円） 

 

（４）（４）（４）（４）    県支出金県支出金県支出金県支出金    

① 予算計上額 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

１,６９０,９７７千円 １,４２６,３３２千円 ２６４,６４５千円 １８.６％ 

 

② 主な増減内訳 

・駅舎バリアフリー化補助金     0千円 →   94,318千円（   94,318千円） 

・核燃料税交付金      126,491千円 →  203,352千円（   76,861千円） 

    

（５）（５）（５）（５）    電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）電源三法交付金（電源立地地域対策交付金等）    

① 予算計上額 

 電源立地地域対策交付金は、今年度から促進対策交付金相当分が本交付となる

ため、一般会計で対前年度比８億９，２０２万９千円、７８．５％増、全会計で

１０億６，８６５万３千円、６６．４％の増で計上しました。 

 広報・安全等対策交付金は、対前年度比９５万円、４．５％減で計上しました。 

電源立地地域対策交付金（国） 　　（単位　千円、％）

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率

一般会計 2,027,838 1,135,809 892,029 78.5

特別会計 181,495 90,253 91,242 101.1

企業会計 469,882 384,500 85,382 22.2

計 2,679,215 1,610,562 1,068,653 66.4

広報・安全等対策交付金（県） 　　（単位　千円、％）

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率

一般会計 20,333 21,283 △ 950 △ 4.5

合　　計 2,699,548 1,631,845 1,067,703 65.4
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② 日本原電３・４号機にかかる電源立地地域対策交付金 

   電源立地促進対策交付金相当分 

   ・交付総額（見込）   １４５億３，４１０万円 

   ・交付状況 ２１年度末までの交付見込額  ３２億７，０６８万５千円 

         ２２年度予算計上額      １３億８，８１１万７千円 

         ２３年度以降交付見込額    ９８億７，５２９万８千円 

 

（６）（６）（６）（６）    繰入金繰入金繰入金繰入金    

 財源対策として各種基金を活用し、６億２,２８３万１千円を計上しました。なお、

今年度当初予算では財政調整基金からの繰入を行っていないため、対前年度比 

７億４，８１８万円、５４．６％の減となりました。 

① 予算計上額 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

６２２，８３１千円 １,３７１,０１１千円 △７４８,１８０千円 △５４.６％ 

 

② 主な基金充当事業 

 

一般会計

基　　金　　名 繰入額（千円） 充当事業

福 祉 基 金 32,575 障害者自立支援施設整備事業費補助金

公 共 施 設 整 備 基 金 155,178 民間処分場環境保全対策事業費負担金

国 際 交 流 基 金 10,000 姉妹都市提携委員会委託料

224,400 駅舎等改築事業費

94,318 駅舎バリアフリー化補助金

8,500 地域教育コミュニティ推進事業費

15,700 学校図書館図書整備事業費

4,704 放課後地域子ども教室推進事業費

すこやか子育て基金 12,760 妊婦健康診査費

中池見保全活用基金 22,316 中池見管理運営費

文 化 振 興 基 金 21,966 山車水引幕復元新調事業費補助金

鉄 道 駅 舎 整 備 基 金

敦賀っ子教育推進基金
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（７）（７）（７）（７）    市市市市        債債債債 

① 予算計上額 

財政の健全性を維持するため発行の抑制に努め、対前年度比７，１３０万円、

３．９％減で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

１,７５７,３００千円 １,８２８,６００千円 △７１,３００千円 △３.９％ 

    

② 市債の内訳 

                               （単位 千円） 

 ２２年度当初 ２１年度当初 増 減 

臨時財政対策債 800,000 820,000 △20,000 

施設等整備に伴う事業債 957,300 1,008,600 △51,300 

 

 

 

    

    

（１）（１）（１）（１）    概概概概    要要要要    

   一般会計の歳出の内訳を性質別にみると、義務的経費では人件費が減少してい

ますが、子ども手当の支給に係る扶助費の大幅な増加があり、前年度当初予算と

比較して、７億９，３７８万３千円、７．７％の増となるとともに、歳出総額に

おける構成比においても、４３．３％と０．７ポイント増加しています。 

   投資的経費は、敦賀駅舎の改築事業や西小学校校舎改築事業の増加により、 

５億６９６万２千円、１５．５％の増となりました。 

   その他の経費では、物件費で防災情報受信機整備事業に要する経費が大きく増

加しました。 

 

 

５５５５    一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況一般会計歳出の状況 
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（歳出の内訳） 

 

（２）（２）（２）（２）    歳出の性質別区分の状況歳出の性質別区分の状況歳出の性質別区分の状況歳出の性質別区分の状況 

 ① 歳出の性質別構成比 

 人件費
17%

 扶助費
17%

 公債費
9%

 物件費
16%

 補助費等
13%

 繰出金
9%

貸付金等
4%

 その他
42%

 投資的経費
15%

 義務的経費
43%

 普通建設
事業費
15%

総　　額
　２５６．２億円

比　　較 伸  率

予  算  額 構成比 予  算  額 構成比 (A) - (B)

1 人 件 費 4,367,045 17.1 4,734,967 19.6 △ 367,922 △ 7.8

2 扶 助 費 4,462,289 17.4 3,329,505 13.8 1,132,784 34.0

3 公 債 費 2,256,539 8.8 2,227,618 9.2 28,921 1.3

11,085,873 43.3 10,292,090 42.6 793,783 7.7

3,775,590 14.7 3,268,628 13.5 506,962 15.5

10,760,331 42.0 10,606,050 43.9 154,281 1.5

25,621,794 100.0 24,166,768 100.0 1,455,026 6.0

(単位：千円、％）

平 成 ２２ 年 度 平 成 ２１ 年 度 

区            分 当 初 予 算 （A） 当 初 予 算 （B）

義務的経費計

投　資　的　経　費
（普通建設事業費）

そ　の　他　経　費
（物件費等）

歳  出  合  計
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② 人件費 

退職手当が大きく減少したため、対前年度比３億６，７９２万２千円、７．８％

減で計上しました。 

                              （単位 千円） 

 ２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率（％） 

人件費総額 ４,３６７,０４５ ４,７３４,９６７ △３６７,９２２ △７．８ 

うち退職手当 

（退職見込数） 

２６４,４６１ 
 

（１１人） 

５６９,３９３ 
 

（２４人） 

△３０４,９３２ 
 

（△１３人） 
△５３．６ 

退職手当を除く

人件費 
４,１０２,５８４ ４,１６５,５７４ △６２,９９０ △１．５ 

    

職員数（一般職） 

 ２２年度当初 ２１年度当初 増  減 

一般会計 ５２０人 ５２３人 △３人 

特別会計 ４５人 ４５人 ０人 

企業会計 ３８３人 ３９２人 △９人 

合  計 ９４８人 ９６０人 △１２人 

    

    

③ 扶助費 

子ども手当や社会保障費の増加により対前年度比１１億３，２７８万４千円、 

３４．０％増で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

４,４６２,２８９千円 ３,３２９,５０５千円 １,１３２,７８４千円 ３４.０％ 
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④ 公債費 

 対前年度比２，８９２万１千円、１．３％増で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

２,２５６,５３９千円 ２,２２７,６１８千円 ２８,９２１千円 １.３％ 

・元  金        1,860,834千円 → 1,900,212千円（   39,378千円） 

・利  子         366,784千円 →  356,327千円（ △10,457千円） 

 

 

⑤ 投資的経費（普通建設事業費） 

 敦賀駅舎の改築事業や西小学校校舎改築事業の増加により、対前年度比 

５億６９６万２千円、１５．５％増で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

３,７７５,５９０千円 ３,２６８,６２８千円 ５０６,９６２千円 １５.５％ 

（主な増減事業） 

  新規事業                           （単位 千円） 

款 事業名 22年度当初 21年度当初 増 減 額 

衛 生 費 中池見保全整備事業費 63,958 0 63,958 

土 木 費 駅舎等改築事業費 231,000 0 231,000 

土 木 費 駅舎バリアフリー化補助金 188,636 0 188,636 

教 育 費 西小学校校舎改築事業費 574,872 0 574,872 

教 育 費 各中学校普通教室冷暖房設備整備事業費 145,190 0 145,190 

 

  終了・減少事業                        （単位 千円） 

款 事業名 22年度当初 21年度当初 増 減 額 

総 務 費 ワイマックス整備事業費補助金 0 183,000 △183,000 

衛 生 費 民間処分場環境保全対策事業費負担金 492,184 831,770 △339,586 

土 木 費 白銀岡山線街路事業費 19,600 62,840 △43,240 

教 育 費 小中学校校舎等耐震改修事業費 0 242,117 △242,117 
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（普通建設事業費の当初予算計上額の推移） 

＊平成１１年度、１５年度、１９年度は、６月現計（肉付け後）予算額 

    

⑥ 物件費 

防災情報受信機整備事業等の増加により対前年度比３億２，３５６万２千円、

８．３％増で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

４,２０４,６９３千円 ３,８８１,１３１千円 ３２３,５６２千円 ８.３％ 

    

 

⑦ 維持補修費 

対前年度比９５４万８千円、２．８％減で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

３２７,７６１千円 ３３７,３０９千円 △９,５４８千円 △２.８％ 
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⑧ 補助費等 

アイススケート場存続支援に係る補助金等の減により対前年度比 

１億１，６１０万円、３．３％減で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

３,３８６,７９９千円 ３,５０２,８９９千円 △１１６,１００千円 △３.３％ 

 

 

⑨ 繰出金  

   対前年度比２，６９４万８千円、１．２％減で計上しました。 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

２,２０８,３７７千円 ２,２３５,３２５千円 △２６,９４８千円 △１.２％ 

 

 

    

 

（単位　千円）

都市計画土地区画整理 87,039 124,363 △ 37,324 △ 30.0 事業費の減

簡易水道 61,515 56,061 5,454 9.7 公債費の増

国民健康保険（事業） 361,939 320,898 41,041 12.8 給付費の増

下 水 道 779,688 805,989 △ 26,301 △ 3.3

老人保健 278 684 △ 406 △ 59.4 医療制度移行による減

漁業集落環境整備 30,069 29,766 303 1.0

農業集落排水 95,010 84,494 10,516 12.4 維持管理経費の増

介護保険（保険事業） 632,088 615,419 16,669 2.7

産業団地整備 43,672 50,790 △ 7,118 △ 14.0 企業誘致費の減

後期高齢者医療 117,079 116,861 218 0.2

基金繰出金 0 30,000 △ 30,000  皆  減 奨学育英貸付基金繰出金

合計 2,208,377 2,235,325 △ 26,948 △ 1.2

伸率(％) 増減理由会計名等
２２年度
当初予算額

２１年度
当初予算額

増 減 額
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（３）（３）（３）（３）    歳出の目的別区分の状況歳出の目的別区分の状況歳出の目的別区分の状況歳出の目的別区分の状況 

 ① 歳出の目的別構成比 

 

② 主な増減    

  ア 総務費 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

２,６３０,７８６千円 ２,８３８,７３８千円 △２０７,９５２千円 △７.３％ 

・退職手当費（一般職）   560,205千円 →  264,461千円（△295,744千円） 

・防災情報受信機整備事業費     0千円 →  158,340千円（  158,340千円） 

・ワイマックス整備事業費補助金  183,000千円 →        0千円（△183,000千円） 

 

 

 イ 民生費 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

８,０６４,１７０千円 ６,７６９,４１１千円 １,２９４,７５９千円 １９.１％ 

総務費
10%

民生費
32%

衛生費
12%

土木費
11%

教育費
13%

公債費
9%

その他
2%

消防費
4%

商工費
4%

農林水産業費
3%

総　　額
　２５６．２億円



 －２１－ 

・障害福祉サービス費      526,005千円 →  594,408千円(   68,403千円) 

・障害者自立支援施設整備事業費補助金     7,643千円 →   97,875千円(   90,232千円) 

・子ども手当支給費        0千円 → 1,364,076千円（1,364,076千円） 

・児童手当支給費          559,820千円 →   95,294千円（△464,526千円） 

・私立保育園児童保育委託料  593,372千円 →  655,754千円（   62,382千円） 

 

 

ウ 衛生費 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

３,１２６,９３８千円 ３,４００,４４９千円 △２７３,５１１千円 △８.０％ 

・病院事業会計繰出金      849,012千円 →  887,952千円(   38,940千円) 

 ・中池見保全整備事業費      0千円 →   67,352千円(   67,352千円) 

・民間処分場環境保全対策事業費負担金  831,770千円 →  492,184千円( △339,586千円） 

 

 

 エ 農林水産業費 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

８５５,６８６千円 ７９２,７００千円 ６２,９８６千円 ７.９％ 

・地域農産物直売所整備事業費     0千円 →   53,336千円(   53,336千円) 

 ・いこいの森施設整備費    26,491千円 →        0千円( △26,491千円) 

・浦底漁港（浦底地区）整備事業費      500千円 →   74,000千円(    73,500千円) 

 

 

 オ 土木費 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

２,７９７,６５６千円 ２,５５２,０５４千円 ２４５,６０２千円 ９.６％ 

・消雪施設整備事業費     69,000千円 →   17,500千円( △51,500千円) 

・市道西浦１、２号線整備事業費     0千円 →   71,300千円(   71,300千円) 

・白銀岡山線街路事業費      62,840千円 →    19,600千円(  △43,240千円) 



 －２２－ 

 ・駅舎等改築事業費        0千円 →   231,000千円(   231,000千円) 

 ・駅舎バリアフリー化補助金    0千円 →   188,636千円(   188,636千円) 

 

 

 カ 教育費 

２２年度当初 ２１年度当初 増減額 増減率 

３,３９４,９５０千円 ３,０３１,０２４千円 ３６３,９２６千円 １２.０％ 

・西小学校校舎改築事業費     0千円 →  574,872千円(  574,872千円) 

・校舎等耐震改修事業費(小学校費)  211,737千円 →        0千円( △211,737千円) 

・校舎等耐震改修事業費(中学校費)   30,380千円 →        0千円(  △30,380千円) 

・各中学校普通教室冷暖房設備整備事業費     0千円 →  145,190千円(  145,190千円) 

・アイススケート場存続支援補助金     83,000千円 →         0千円(  △83,000千円) 

 

 

 

    

    

    

    

６６６６    基金現在高基金現在高基金現在高基金現在高 

　　（単位　千円）

２０年度末 ２１年度末 ２２年度末

現  在  高 現在高見込 取崩額 積立額 現在高見込

財政調整基金 2,758,494 2,362,595 2,362,595

目 的 基 金 8,437,284 8,599,821 622,831 5,076 7,982,066

定額資金運用基金 2,325,547 2,356,399 2,356,399

小          計 13,521,325 13,318,815 622,831 5,076 12,701,060

329,431 330,125 30,758 5 299,372

186,217 163,842 23,230 300 140,912

14,036,973 13,812,782 676,819 5,381 13,141,344

企業会計基金

   合            計

区　　　分
平成２２年度増減

一
般
会
計

特別会計基金



 －２３－ 

    

    

    

 ２２年度末地方債残高の会計別構成比 

 

７７７７    地方債現在高地方債現在高地方債現在高地方債現在高 

  一般会計
36%

下 水 道
35%

病　院
11%

水　道
11%

特別会計
42%

企業会計
22%

農業集落
3%

その他
1%

区画整理
2%

簡易水道
1%

  一般会計
36%

地方債残高
　５４０．７億円

21年度末残高 22年度末残高
（見込額） 借入予定額 償還元金 （見込額）

19,665,335 19,758,026 1,757,300 1,900,212 19,615,114

港　湾 189,101 175,558 13,779 161,779

区画整理 542,400 818,400 90,300 908,700

簡易水道 820,972 824,286 43,000 28,224 839,062

下 水 道 18,699,456 18,835,815 915,900 1,089,350 18,662,365

漁業集落 166,761 161,159 7,690 153,469

農業集落 1,590,927 1,656,412 25,800 56,361 1,625,851

小　計 22,009,617 22,471,630 1,075,000 1,195,404 22,351,226

病　院 6,840,097 6,501,918 386,795 6,115,123

水　道 6,401,419 6,176,376 140,300 331,069 5,985,607

小　計 13,241,516 12,678,294 140,300 717,864 12,100,730

54,916,468 54,907,950 2,972,600 3,813,480 54,067,070

特
別
会
計

企
業
会
計

合　　計

(単位　千円）

区　　分 20年度末残高
22年度

  一般会計


